
１．運営費交付金収益の計上基準

　業務達成基準を採用しております。

　なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動について

は、期間進行基準を採用しております。

　また、管理部門を除き、運営費交付金との対応関係を明確に示すことができない業務については、費用

進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（1）有形固定資産

5～50年

2～17年

2～15年

　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第1項）及び資産除去債務に対応する特定の

除去費用等（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却に相当する額については、減価償却相

当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数

とする定額法を採用しております。

（2）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、耐用年数は、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間

（3～5年）に基づいております。

３．引当金の計上基準

（1）賞与引当金

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上

しております。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであ

るため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。

（2）退職給付引当金

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。退職給付債務の算定に当たり退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。このうち、運営費交付金により財源措置が

なされる見込みである退職一時金については、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として

計上しております。

（3）ＰＣＢ処分費用引当金

ＰＣＢ処分費用引当金は、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」

によって処理することが義務付けられているポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の処理費用見積額に

基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、ＰＣＢ廃棄物

の処理費用については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、当該引当金と

同額をＰＣＢ処分費用引当金見返として計上しております。

注 記 事 項

建 物

機 械 装 置

工具器具備品

Ⅰ．重要な会計方針

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下の通りであります。



４．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、当事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

５．リース取引の処理方法

リース料総額が3百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

リース料総額が3百万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式を採用しております。

Ⅱ．重要な債務負担行為

Ⅲ．重要な後発事象

該当事項はありません。

Ⅳ．貸借対照表関係

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

（1）当該資産除去債務の概要

当法人が所有する放射線発生装置について、「放射性同位元素等の規制に関する法律」に基づき

資産除去債務を計上しております。

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法

当該資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は15年から26年、割引率は1.847％から

2.251％を採用しております。

（3）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 円

時の経過による調整額 円

期末残高 円

２．その他行政コスト累計額のうち出資を財源に取得した資産に係る金額

　国から現物出資を受けた資産に係る行政コスト累計額は 29,541,676,581円であります。

翌年度以降に支払を予定している重要な債務負担行為額は175,648,000円であります。

63,210,230

221,911

62,988,319



Ⅴ．行政コスト計算書関係

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

円

円

円

円

２．機会費用の計上方法

（1）国有資産の無償使用による機会費用の計算方法

対象資産等の減価償却費見積額に維持管理費を勘案し計算しております。

（2）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

10年利付国債の令和3年3月末利回りを参考に0.120％で計算しております。

（3）国からの出向職員から生ずる機会費用の計算方法

当該職員の出向期間中における退職給付費用について、当法人の退職手当支給基準を参考

に計算しております。

Ⅵ．キャッシュ・フロー計算書関係

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

円

円

２．重要な非資金取引

（1）寄付受入による資産の取得

円

円

円

円

Ⅶ．リース取引関係

ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は 13,916,439円であり、当該影響額を除いた

機 械 装 置

△7,813,195,294自 己 収 入 等

9,266,752,000     

当期総利益は 397,335,537円であります。

251,259,342   

9,266,752,000     現 金 及 び 預 金

合 計

ソ フ ト ウ ェ ア 15,445,980    

工 具 器 具 備 品

368,537,786

18,421,303,821

3,960,000      

行 政 コ ス ト

機 会 費 用

合 計

25,865,961,329

231,853,362   

資 金 期 末 残 高



Ⅷ．金融商品の時価等

１．金融商品の状況に関する事項

　当法人は、資金運用については短期的な預金に限定し、国からの運営費交付金、施設整備費補助金等

により資金を調達しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　当事業年度末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

（注1）負債に計上されているものは、（　）で示しております。

（注2）金融商品の時価の算定方法

（1）現金及び預金

現金及び預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

（2）未払金

未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

（3）リース債務

未経過リース料の合計額を新規のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定

する方法によっております。

Ⅸ．退職給付関係

１．採用している退職給付制度の概要

　当法人は、役職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び国家公務員共済組合

法の退職等年金給付制度を採用しております。非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間に

基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

２．確定給付制度

(1)簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 円

退職給付費用 円

退職給付の支払額 円

期末における退職給付引当金 円

(2)退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用 円

３．退職等年金給付制度

当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、37,721,055円でありました。

356,761,029

3,694,735,200

356,761,029

によっております。

おります。

（3）リース債務

△ 373,772,693

3,677,723,536

（1）現金及び預金

(911) (918) (7) 

- （2）未払金 (5,799) (5,799) 

差　額貸借対照表計上額 時　価

- 9,267 9,267 




